財産管理・財産承継の具体的手法とその取組み方

　　　　税理士　田添　正寿

1.はじめに

急速に進む日本の高齢者社会に対して、我々税理士がいかに取組むべきであろうか。この成年後見制度は、税理士に投げかけられた課題にその答えを探るべきものといえるのではないだろうか。成年後見制度における財産管理部門の専門家として、十分にその使命を果たすことができるであろうか。しかしながら、我々税理士がいままで取組んできた財産管理・財産承継の手法だけでは十分とはいえない。

それは、成年後見制度における財産管理手法が、意思能力が必ずしもはっきりしていないような高齢者を支援していくべき後見人としての役割も担うことになるからである。つまり、民法８３８条以下の後見に関する法律及び任意後見契約に関する法律に基づいた任務を果たさなければならない。

2.税理士への期待

　最近では、税理士の成年後見制度に対する関心が高まるとともに、税理士に対する財産管理の専門家としての期待の声も各方面から耳にするようになってきている。それは、第一に国家資格をもった者に対する信頼性があること。第二に財産管理を実務において実践していること。第三に弁護士、司法書士、社会福祉士等と比較して、税理士の人数が多く、全国くまなく存在していること。第四に、相続・事業承継のプロフェッショナルであること。そして第五に、任意後見制度の利用への案内役となるであろうことがあげられる。こうしたことから、税理士のこの制度への参画がおおいに期待されているのである。

3.財産管理・財産承継の実際

それでは、成年後見制度における財産管理・財産承継を具体的にどのように実践していけばよいのであろうか。段階的に考えていくこととする。

　まず、初期の段階である。被後見人となるであろう人が、意思能力がはっきりしており、将来の財産管理に不安を抱かれている場合。これは、当然に任意後見制度の利用を考えるべきである。任意後見契約は、委任者が、受任者に対して、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況における自己の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部を委託し、その委託にかかる事務について代理権を付与する委任契約であって、任意後見監督人が選任されたときからその効力を生ずる旨の定めのあるものである。したがって、ここでの税理士の役割は、任意後見契約の必要性の有無を判断することである。将来の不安を持っている方に対して、任意後見制度について本人及びその家族と十分な話合いをしていくとともに、財産管理に関する契約にあたっては、その方の意思を最大限に尊重していくべき必要がある。そして、任意後見人を選任する必要があるが、その方の生活、身上看護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部の処理を十分に行える者でなければならない。親族とするか、又は第三者とするか、あるいは関与税理士がなるのか。そして将来の後見人に対する代理権の範囲を決定しておく必要がある。これらのアウトラインをもとに、公証人役場にて公正証書による任意後見契約書を作成することとなる。この際に必要なことは、財産承継までみすえて、遺言書の作成も同時に行うとより効果的といえるであろう。

　また、法定後見における初期段階の対応であるが、すでに意思能力があいまいであるあるいははっきりしないため、その方の判断では、財産管理等がなし得ない場合である。法定後見制度は、本人が事理を弁識することが困難になる前に任意後見契約などで事前に対処することなく、事理を弁識することが困難になった場合に、法の規定に基づき、本人の保護を行うものである。したがって、後見申立必要性の有無の判断が必要になってくる。実際に申立を行う必要が生じた際、民法７条にいう申立権者は、本人、配偶者、四親等内の親族、検察官等に限られているため、適当な人がいない場合においても、関与税理士が申立権者となることはできない。この場合においては、市町村長を申立権者とすることができる（老人福祉法３２条他）。したがって、関与税理士が市町村長に申出をすることとなる。また、税理士自ら家庭裁判所への申請代理人になることができないため、弁護士、司法書士へ依頼することになる。そして、その際の後見人を誰にするかということも重要となってくる。本人の家族に適当なものがいる場合はよいが、いない場合に家族等の同意のもと、税理士が後見人になる必要性も生じてくるであろう。

　次に中期段階である。つまり、実際の財産管理遂行中である。まず、任意後見の場合であるが、いつの時期において任意後見契約の効力を発生させるべきかという判断が必要になってくる。これは、意思能力が十分でなくなったときにおいて、本人及び家族との話合いにより決定していく。そして、本人、配偶者、四親等内の親族又は任意後見受任者が被後見人の住所地を管轄する家庭裁判所へ申立を行うことになる。

　次に、法定後見及び任意後見の後見人となった際には

まず、任務開始時に次の事項をなすべきものとされている。①被後見人の財産を調査し、財産目録を原則として一ヶ月以内に調製すること。調査・調製は、後見監督人がいるときはその立会をもってしなければならない。（民法８５３条）②後見人は調製が終わるまでは急迫の必要がある行為のみをする権限を有する。（民法　８５４条）③被後見人に対する債権・債務を後見監督人があるときは財産調査に着手する前に後見監督人に申出ること。（民法８５５条）④被後見人の生活・教育・療養看護・財産管理に要する年間の費用を予定すること。（民法８６１条）これらの規定は、民法上のものであるため、最低限の遵守事項である。また、後見人は一定の行為をする場合、後見監督人のあるときはその同意を要するとされる。（民法８６４条）後見人は、その事務の全般にわたり善良な管理者の注意を要するとされる。（民法８６９条、６４４条）

　と規定されていることから、専門家としての善管注意義務を負うとともに、一定の行為に対して後見監督人の同意を得る義務が生ずる。

法定後見人は、家庭裁判所から与えられた代理権の範囲内において、財産管理権・法定代理権・同意権をもつこととなる。また、任意後見人は、契約書に定められた代理権のもとで財産管理権・法定代理権・同意権をもつこととなる。

そして、財産管理上の後見人としての留意点について次の事項があげられる。

①本人意思の尊重の立場から、単独でできる行為については極力本人に行ってもらうようにする。②単独で行えない行為にあっても、介添人等の補佐により本人が行えるようにしていく。③重要事項については、本人の意思をできるだけ尊重し、本人の関係者との話合いにより行う。④本人のための意思決定を画一的な判断ではなく、個別に考慮していく。⑤記録を正確に残す。管理内容、経緯を客観的に残るようにしていく。成年後見記録簿・会計帳簿・預金通帳・契約書、領収書等・金銭の授受については、関係者の面前でなし、署名又は押印をもらう。⑥監督によるチェックを行うようにする。⑦居住用不動産の処分については、家庭裁判所の許可を必要とする。

そして、最後に後見の終了期段階である。後見事務の終了原因としては、一般的に本人の死亡が多数と考えられるが、本人の精神障害が回復した場合や後見によらなくても、本人の保護がはかれる場合等々が考えられる。終了事務としてはまず、民法の規定によって、①後見人の任務が終了したときは、原則として二ヶ月以内にその管理の計算をすることを要する。（民法８７０条）②後見の計算は、後見監督人があるときは、その立会をもってこれをする。（民法８７１条）とされていることから、最低限遵守する必要がある。そして、①本人又は家族への後見事務の終了報告、引継ぎ②財産目録の提出③　　　報酬の清算④本人が死亡した場合には、相続手続き、相続人への財産承継等ということになるであろう。

　4.おわりに

実務的には、税理士が関与している場合の財産管理のように、何度か訪問をして行うということとかわらないであろうが、本人の意思確認の難しさや推定相続人間の調整等数々の問題を含んだ財産管理となることは間違いないと思われる。こういったことから、後見人としての財産管理・財産承継手法を十分に身につけていく必要があるといえるであろう。
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